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妊産婦メンタルヘルスケア推進に関するアンケート調査

（産後ケア事業について）

調査期間 令和6年3月～5月
調査対象 全国の分娩取扱い施設

発送数 2013件（有効総数1979件）
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2024年３月１日現在の状況について回答している



無回答については各設問について5％以下の場合、
必要なもの以外は削除した



回答施設の区分
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産後ケア事業について（施設区分別)(昨年との比較）
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産後ケア事業をしている施設で行われている事業（複数回答）
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受託している自治体数は増加傾向か
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産後ケア事業の利用希望者数（月平均）
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里帰り出産の産後ケア利用者
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産後ケア事業の収益性について
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産後ケア事業の利用希望者を断る場合について
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産後ケア事業の利用希望者を断る理由について
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児を預かる場所がない

個室の提供が困難である

自院で出産した産婦のみ対応している

産婦の精神疾患があるため

人員の確保ができない

空床がない
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利用希望者を断る場合について（施設区分別）
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（参考）要支援妊産婦の割合について
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まとめ

➢ 分娩取扱い施設で産後ケア事業は60%の施設で行っており、事業形態
としては宿泊型とデイサービス型が中心であった。

➢ 周産期センターよりも病院や診療所でより実施されていた。

➢ およそ3/4の施設で複数の自治体から受託しており、受託が増加傾向
であると回答した施設は43.9%であった。

➢ 23.9% の施設で里帰り出産の利用者も受け入れていた。

➢ 産後ケア事業をしていない、または希望者を断った理由としては、人
員の確保や空床がないという問題が多かった。

➢ 収益性の問題を挙げた施設は少なかったが、収益性が「ある」「やや
ある」という回答は約1／3にとどまっており、現状の産後ケア事業は
収益性が低いことも事業が拡大しない要因の１つと思われた。
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